
区分 その他
案　件　概　要

共　　　通

件名
デフリンピック準備運営本部におけるクラウド
サーバーの運用及び環境保守業務委託 調達方式が競争入札以外の場合の理由

入札・契約手続き等確認結果

所管部署
東京都スポーツ文化事業団デフリンピック準備運営
本部総務部総務グループ

契約主体 公益財団法人東京都スポーツ文化事業団
　本委託はデフ本部におけるストレージ用サーバーの運用のため、クラウド
サーバーの運用及び環境保守を委託するものである。
　デフ本部で現在利用しているクラウドサーバーはデフ本部のネットワークと
密接に連携して構築されているため、当該クラウドサーバーの運用及び環境保
守にあたっては、デフ本部のネットワーク関連業務と一体となって行う必要が
ある。また、クラウドサーバー上のユーザ権限は職制に応じ逐次適切なアクセ
ス権限の設定を行っており、併せてネットワークのセキュリティに関しても一
体的な設定を行っている。サーバーの保守を確実に実施し、さらにセキュリ
ティ事故及び情報漏洩等のインシデントが起こるリスクを未然に防止するため
には、ネットワークの構成や詳細な設定内容を熟知している業者が運用及び保
守を行う必要がある。
　協立情報通信株式会社は、令和５年８月のオフィス移転時にデフ本部のネッ
トワーク構築を担っており、ネットワークの構成や詳細な設定内容を熟知して
いる唯一の業者であり、ネットワーク構築に密接に連携している本委託業務を
適切に遂行できるのは、協立情報通信株式会社をおいて他にいない。
　よって、本委託業務を協立情報通信株式会社に特命随意契約する。

調達方式 特命随意契約

内　　容

〇概要
　デフリンピック準備運営本部（以下「デフ本部」という。）
におけるデータのストレージ用サーバーとして使用するクラウ
ドサーバーの接続に係る運用及び環境保守業務を委託する

〇契約期間
　2024年４月１日から2026年６月30日まで（27カ月）

〇委託する内容
　・クラウドサーバーの運用及び環境保守
　・履行場所への定期訪問によるサポート

契約締結前付議理由

付議基準
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契約・調達案件　個別確認表（契約手続実施前）

案件名 デフリンピック準備運営本部におけるクラウドサーバーの運用及び環境保守業務委託
調達方式 特命随意契約

確認内容 備　考
契約手続きの適正性

発注組織での意思決定プロセスの手
続きが適正に取られたものであること

●本案件は、大会運営組織での意思決定プロセスに沿って、事業執行の決定が行われていることを確認した。

大会経費として妥当なものであること

●本案件は、2025年デフリンピック大会の準備・運営におけるオフィス構築に係る事業であり、発注組織の役割に
基づく業務内容であることを確認した。

●デフリンピック規約等において、運営・準備等に必要な項目であり、対象経費として妥当であることを確認した。

事業執行にあたり、仕様書の内容が適
切なものであること

●業務内容が簡潔、詳細かつ正確に記載されていることを確認した。

●業務履行上の費用負担が項目ごとに明確にされていることを確認した。

●成果品の内容、納品数、納品期限等が具体的に記載されていることを確認した。

予算執行が適正なものであること ●2025年デフリンピック大会の準備・運営を進めていくにあたり、適正な予算執行であることを確認した。

予定価格が妥当なものであること ●定められた労務単価や市場価格等を参考に、予定価格を適切に算出していることを確認した。

調達方式の精査・確認

調達方式が妥当なものであること
●競争入札によらずその事業者以外には契約の履行ができない等の理由により特定の事業者を指定する方式が
妥当であることを確認した。

確認の視点



　

案　件　概　要

申込後締結前

第25回夏季デフリンピック競技大会 東京2025の
協賛について

所管部署
東京都スポーツ文化事業団デフリンピック準備運営
本部財務部予算グループ

公益財団法人東京都スポーツ文化事業団

内　　容

　
　東京2025デフリンピックの協賛制度について、以下のとおり付議す
る。

１　協賛カテゴリ
（１）東京2025デフリンピック・トータルサポートメンバー
　　大会の準備・運営の全体をサポートすることを目的として、
　　事業団に対し協賛金等の提供を行う協賛企業
　　以下３区分を設定
　　・5,000万円（相当）以上
　　・1,000万円（相当）以上から5,000万円（相当）未満
　　・100万円（相当）以上から1,000万円（相当）未満

（２）東京2025デフリンピック・ゲームズサポートメンバー
　　大会の準備・運営のうち、特定の競技をサポートすることを
　　目的として、事業団に対し協賛金等の提供を行う協賛企業
　　以下３区分を設定
　　・100万円（相当）以上
　　・50万円（相当）以上から100万円（相当）未満
　　・50万円（相当）未満

２　募集期間
　　要綱施行日から令和７年９月30日まで

件名

実施前（募集概要）

協賛申込内容確認結果等

対象期間

３　協賛企業が使用可能な呼称及びエンブレムの使用並びに協賛
  企業の広告掲出等
　　呼称・エンブレム使用
　　氏名・企業ロゴ掲載　等

４　受入条件等
　　以下の条件に該当しないかを判断
（１）特定の宗教又は政党その他の政治団体を宣伝、支持又は反対
　　する意図があると認められるもの
（２）暴力団又は暴力団員等であること
（３）たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約に抵触又はその
　　おそれがある企業等であること
（４）公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれがあること
（５）デフリンピックの信用やイメージを毀損又は低減のおそれが
　　あること

収入主体
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募集開始後公表第25回夏季デフリンピック競技大会 東京2025 協賛要綱に基づく「協賛企業の呼称・エンブ

レム使用、広告掲出等」一覧（2024年３月時点）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

募集開始後公表

関根沙織
長方形



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



収入案件　個別確認表（募集手続実施前）

案件名

確認内容 備　考

募集手続の適正性

収入主体での意思決定プロセスの手続
が適正に取られたものであること

●大会運営組織での意思決定プロセスに沿って、事業執行の意思決定が行われていることを確認した。

募集にあたり、適正な手続が定められ
ていること

●要綱等の規定が公正な手続となっていることを確認した。

●協賛の受入れ条件が明確に定められていることを確認した。

募集内容が、要綱等で明確かつ適正
に定められていること

●協賛の定義や種類等、協賛募集にあたって必要な事項が定められていることを確認した。

●協賛受入れの対象としない企業等の考え方に妥当な理由がある。

確認の視点

第25回夏季デフリンピック競技大会 東京2025の協賛について



区分 その他
案　件　概　要

共　　　通

件名
令和６年度デフリンピック情報サイト運用
等業務委託

調達方式が競争入札以外の場合の理由

契約主体 公益財団法人東京都スポーツ文化事業団

調達方式 希望制指名競争入札

内　　容

①概要
　デフリンピック準備運営本部における準備の実施状況につ
いて掲載するため、Webサイトの運用等を行う。

②契約期間
　令和６年４月１日から令和７年３月31日まで

③主な掲載内容
　・大会準備の状況
　・契約情報等
　・東京都、ろうあ連盟など関係団体ＨＰへのリンク

④その他
　障害者や高齢者等も含め、誰もが支障なく利用できるWebサ
イトとなるよう、都が定めるアクセシビリティの対応基準に
準拠

契約締結前付議理由

付議基準 入札結果が「低入札」

入札・契約手続き等確認結果

開札日時：令和6年2月28日16時

　事業団契約担当部署において、落札者へのヒアリング（仕
様内容を確実に履行することができるかなど）や公表資料
（落札者のホームページなど）から、受注状況や財務状況、
実施体制などの確認を行っており、落札者が履行能力として
問題のない業者であることを確認している。

所管部署
東京都スポーツ文化事業団デフリンピック準備運営
本部総務部企画調整グループ
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契約・調達案件　個別確認表（契約締結前）

案件名 令和６年度デフリンピック情報サイト運用等業務委託
調達方式 希望制指名競争入札

確認内容 備　考
落札価格及び契約締結の適正性

指名業者数が適切であること
●大会運営組織の指名業者選定基準等に基づき、契約区分及び予定価格に応じた適切な数の業者を指名し
ていることを確認した。

業者選定理由が適切であること

●東京都の「指名停止等一覧」などに基づき、不適格事業者でないことを確認した。

●履行実績等を踏まえ、業者を選定した理由が適切なものであることを確認した。

●業者の選定にあたり、利益相反の立場にある者が意思決定過程に関与していないことを確認した。

落札価格が予定価格を超過していな
いこと

●落札価格が予定価格を超過していないことを確認した。

契約手続きの適正性

低入札であるが、入札手続き等が適正
であること

●調達方式が妥当な方法であることを確認した。

●定められた労務単価や市場価格等を参考に、予定価格を適切に算出していることを確認した。

●落札者へのヒアリングや公表資料から、落札者が履行能力に問題がない業者であること、仕様内容が落札者に
正確に伝わっていることを確認した。

確認の視点


